
人事部の

“現状と今後の姿”
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人事に求められている姿とは？

多様な価値観を受け入れる組織づくりやダイバーシティへの対応、Withコロナ時

代のニューノーマルな働き方が求められる中、「人材力」のカギを握る”人事”に

求められる役割は大きく変化しています。

HR総研が人事責任者・担当者に対して行った調査(右図参照)によると、人事に求

められる役割は、「人事管理を精密に行う（人材管理のエキスパート）」（図内

A）から「ビジネスの成果に貢献する（ビジネス戦略のパートナー）」（図内B）

が重要になっていることがわかります。

また、「組織・風土改革実行を中心的に担う（組織・風土改革のエージェン

ト）」も微増傾向。つまり、より経営に近い視点での「人材マネジメント」が求

められていると言えます。ビジネス成果に貢献するための人材マネジメントは単

発的な業務を遂行するためのスキルや知識を獲得するだけではなく、ビジネスに

おける「正確な目標設定・進捗管理」「適正な人材配置」「リスク把握と対策」

など、視野を広げて戦略的な視点をもつことが重要です。

「人材力」向上の肝となる人事。

求められる役割は「人事管理」から「ビジネス戦略のパートナー」へ
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“過去”人事部門に

求められていた役割

“今後”人事部門に

求められる役割

調査期間：2016年2月17日～25日

『HR総研人事白書』より https://www.hrpro.co.jp/research_detail.php?r_no=128

『HR総研人事白書』より https://hr-souken.jp/research/1649/#heading-6

“現在”人事部門に

求められている役割

調査期間：2020年7月20日～27日

調査期間：2020年7月20日～27日

■A：人事管理を精密に行う

(人材管理のエキスパート)

■B：ビジネスの成果に貢献する

(ビジネス戦略のパートナー)

■C：組織・風土改革実行を中心的に担う

(組織・風土変革のエージェント)

■D：従業員代表として従業員の声を

経営に届ける(従業員のチャンピオン)

■E:その他
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現在のパフォーマンスには厳しい評価

2

及第点わずか16％。多くの人事部門が、目指す理想とのギャップを感じている

“現在”と”今後”に求められている役割の違いについては前ページで述べました

が、では人事部の評価を、人事部門自身はどう捉えているのでしょうか？

現在の人事部門のパフォーマンスの点数を聞いたところ、「70点以上」の及第点

を付けた人事はわずか16％と少数派。最も多かったのは、及第点まであと一歩と

いう「50～70点未満」の39％ですが、中には「30点未満」という厳しい自己評価

もありました。

厳しい評価の理由では、「経営者と従業員の期待に応えていない」「マネジメン

ト力と大局観が不足」「人事主導のアクションが少ない」「問題が発生した後に

後手後手で対処」「人員不足」といった声が挙がっています。この結果から「こ

れからの求める姿」に対応できていない現状がみてとれます。

30点未満

30〜50点未満

50〜70点未満

70〜100点未満

100点

人事部門のパフォーマンス自己採点

目指す姿とのギャップ

『HR総研人事白書』より https://www.hrpro.co.jp/research_detail.php?r_no=232

現状とのギャップ

今求められる姿 これからの姿

人材管理

エキスパート

人材管理

エキスパート

ビジネス戦略

パートナー

39％
34％

15％

1％

11％ 及第点を付けた人事は

わずか16％



©︎ SmartHR, Inc. / Confidential - Not to be disclosed or distributed to third parties.

何が、目指す姿への足かせとなっているのか？
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広範な業務全てを「正確」にこなす必要がある

前項のアンケートからも、より経営に近い視点での「人材マネジメント」が求め

られていることがうかがえる人事部ですが、達成するためには、以下のような足

かせへの対応が必要となってきます。

人事・労務は、「採用」「教育」「異動」「人事考課」「規則規程」「人事制度

の管理・見直し」「給与」「保険」「退職」など、広範な業務に関わります。

月次処理に加え、年間を通して右記の例のような一時的な業務も加わってくるた

め常に目の前の業務に追われています。しかもその全てに「迅速性」よりも「正

確性」が求められるという特色があり、こうした通常の業務が、目指すべき「ビ

ジネス戦略パートナー」として取組むにあたっての時間的・人的・工数的障壁と

なっているといえます。

人事部門の年間業務（一例）

<9月>

・障害者雇用促進月間

・高校卒業予定者の採用活動次年度の大卒予定者

採用計画の決定

<10月>

・労働保険料第3期分納付（延期の場合）

・年末調整の準備

・冬季賞与配分に関する人事考課

・高齢者雇用促進月間

・全国労働衛生週間（1～7日）

<11月>

・特に無し

<12月>

・年末調整の処理

・個別配分基準調整／個別配分額決定／賞与支給

・冬季賞与関連

<1月>

・労働保険料（第3期分）の納付（延納申請をした場合）

<2月>

・人事異動関連の企画、検討

・次期の人事戦略、年度予算、事業計画などを検討

・大卒予定者対象の会社説明会

<3月>

・昇格、昇進の人事考課

・人事異動内示

・昇格、昇進、定期昇給の決定

・新入社員の受け入れ体制の整備、教育計画の策定

<4月>

・定期健康診断

・昇格、昇進など人事異動関連業務

・定期昇給個別適用調整・決定

・予定者の採用活動

・入社式／導入教育／配属

・新卒入社社員関連

<5月>

・労働保険の年度最新手続きおよび保険料納付

・夏季賞与配分に関する人事考課

・メンタルヘルスケア対策

<6月>

・新入社員の試用期間終了にともなう手続き

・市町村民税の変更

・個別配分基準調整／個別配分額決定／賞与支給

・夏季賞与関連

<7月>

・健康保険・厚生年金保険の月額変更届に関する

手続き

・定期採用募集開始

・全国安全週間（1～7日）

<8月>

・夏季休暇に関する処理

・労働保険料第2期分納付（延期の場合）

・健康保険、厚生年金保険の算定基礎届に関する

手続き



©︎ SmartHR, Inc. / Confidential - Not to be disclosed or distributed to third parties.

業務分解と工数整理がカギ
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戦略的業務と事務的業務に分解し、工数削減可能な業務を割り出す

人事業務は大きく「戦略的業務」と「事務的業務」に分解できます。

企業の経営内容・判断に伴ってPDCAを回し続ける必要がある「採用」や「人材

育成・教育」「組織構成」。それに付随して企業成長に不可欠な「人事制度」や

「人事考課」を作成するのもビジネスの成果に貢献する人材マネジメント業務と

して必要となります。

一方で重要ですが、ルーティン化できる業務が「事務的業務」です。入退社や保

険の手続き、勤怠・給与の管理など、流動性がほとんどなく、膨大な入力や役所

への申請・確認といった作業が業務の多くを占めています。今後、経営のパート

ナーとして人材マネジメントを進めていくためには、この事務的業務の工数をい

かに削減するかが、重要なファクターとなるといえるでしょう。

戦略的業務

<人材マネジメント>

事務的業務

・採用・配置・人事考課

・人材育成・教育

・組織構成

・入退社手続き

・勤怠管理

・給与管理

・保険手続き

ルーティン化している業務。

工数削減の余地がある

経営戦略と関連性が高く、

PDCAを回す必要がある業務

・人事制度作成

・人事考課作成
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工数削減の打ち手とは？

業務効率化は、働き方改革の潮流の中で浸透しつつあります。業務効率化のため

の打ち手として、社内フローの見直しやシステム導入、アウトソーシングなどが

考えられますが、コスト・時間・人的リソースなどにさまざまな制約がありま

す。

まずは、コストが低い社内フローの見直しから着手することも多いですが、シス

テム導入を推進する企業も増えています。

HRテクノロジー（クラウド人事労務ソフト）の導入が増加傾向

2019年調査

2020年調査

A 導入している B 導入しており、追加での導入を検討中 C 初めての導入を検討中 D 導入の予定は無い

企業規模別 HRテクノロジーの導入状況

A 17% B 5% C 23% D 55%

A 11% C 43% D 46%

1年で11%増加

実際に、下表のように2019年から2020年の1年の間にHRテクノロジーを導入し

た企業の数は11%増加しています。また、導入している企業の中でも「追加の導

入を検討している」という企業も増えていることがわかります。

5

『HR総研 人事白書』より https://hr-souken.jp/research/1167/
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どこから着手すべきか？

恒常的な業務

削減可能
業務が

単調かつ煩雑

システム化が進行

大量の書類や行政手続き

など、アナログ文化

Excel管理が多い

給与管理

勤怠管理

社員名簿

入退社手続き

6

工数削減すべき業務は、恒常的に負担が多く、削減の実現可能性の高いもの

全ての業務を一気にシステム化し工数削減していくことは困難です。では、どの

業務から削減を進めていくべきでしょうか。それは、削減した際に業務全体にど

の程度影響を与えるかで判断すべきです。具体的には、「業務が単調かつ煩雑で

ある＝工数がかかっている」こと、かつ、「恒常的に発生する」ことです。そし

てそれが、ある程度容易に削減可能であるものが、まず取組む業務削減としてベ

ターです。

その条件を満たす業務として、「給与管理」「社内名簿」「勤怠管理」「入退社

手続き」の4つが挙げられます。そのうち、「入退社手続き」が特にアナログな

文化であることから、デジタル化によって効率化が進められています。まだまだ

アナログ文化が根強く残っているケースも珍しくありませんので、アナログな業

務が自社にどれだけあるか見直してみてはいかがでしょうか。
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「情報の再入力」によるムダ工数とリスク

■システム化進行

■ Excel管理も多数

■システム管理が一般的

■タイムカード

■ Excel管理

■ Excel管理が多い

■システム化は一部進行

データ連携が進行 データ連携が困難

給与管理

勤怠管理 社員名簿

■紙管理が主流

■総務省は電子申請推進入退社手続き

連携弱い

連携弱い

7

従業員情報の再入力は、工数の増大ばかりかリスクも増加させる

前ページの4業務に関し、工数削減の最大のボトルネックは「各業務間で情報が

分断されている」ことです。「Excel管理とシステム管理が混在」「一部は紙で管

理」など、業務内容ごとに管理媒体が異なることで、入力・管理工数の増大や入

力増に伴うヒューマンエラー発生のリスクが増加します。そこで、システム連携

やCSVでの出力・取り込みなどによる情報連携が有効な手段になります。特に、

共有すべき情報項目が多いシステム間ほど、連携による業務効率化の効果が高く

なります。

この観点で、4業務を改めてみると、勤怠管理と給与管理のシステム化・データ

連携は進んでいるものの、社員名簿との連携は弱く、紙管理が主流の入退社手続

きとは、ほぼ連携できていないことが多いです。データの本質的には、入退社手

続きと社員名簿は共有すべき情報が多いため、この連携を阻む入退社手続きの紙

管理から脱却し、システムを活用し社員名簿と連携させることで大幅な業務効率

化が可能です。
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入退社手続きに関するオプション比較

打ち手 導入コスト 運用コスト 移行時の工数 対応柔軟性

紙管理(現状維持) なし ✕ (ムダ工数) なし 人的工数

システム導入(オンプレミス) 高額 メンテナンス必要 莫大 都度費用発生

システム導入(クラウド・全機能) ほぼなし 月額数百円～ システム移行に工数 都度最新に変更

システム導入(クラウド・一部) ほぼなし 月額数百円～ ◯ 都度最新に変更

入退社手続きに関する各オプション比較

『HR総研 人事白書』より https://hr-souken.jp/research/1167/

導入を検討しない理由 従業員規模 業種

HR上の優先順位が高くない 1,001名以上 サービス

今年はコロナウイルスの影響で予算削減が掛かっている
ため、新規投資は控えている

1,001名以上 メーカー

検討したいがその成果を評価が難しい 1,001名以上 メーカー

費用面の負担、検討する時間がないこと 1,001名以上 メーカー

導入メリットを大いに感じられるものがまだない。 301～1,000名 メーカー

検討したいが、コロナ対策で手一杯 301～1,000名 情報・通信

企業規模を鑑みて、コストがペイできない 300名以下 情報・通信

8

新型コロナウイルス感染症への対応やコスト面で導入を検討できていない企業も

しかし、従来のやり方を簡単に変えられるでしょうか？

右図は企業がHRテクノロジーの導入を検討しない理由についてのアンケート（一

部抜粋）です。その理由としては、「費用面の負担、検討する時間がないこと」

や「コロナウイルスの影響で予算削減がかかっているため、新規投資は控えてい

る」などがあり、優先順位が下がっていると考えられます。

こういったケースでは、一部の機能ごとに導入を検討して、最小限の工数で自社

に適したシステムを少しずつ構築していくのが良いでしょう。

HRテクノロジーの導入なくしては、人材マネジメントの成功も困難です。人材マ

ネジメントに着手する前に、入退社手続きなどの業務工数やコストの削減が期待

できるところがないか整理しましょう。
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企業に求められる人事であるために

9

人事部門に求められる役割は変化を続けており、これからは、人事管理を精密に

行う「人材管理のエキスパート」としての役割ではなく、ビジネス戦略のパート

ナーとして、経営に近い視点での「人材マネジメント」に重点を置いた業務が求

められます。

しかし、人材マネジメントを実行するためには、日々の業務が足かせになってい

る実態があります。そのため、戦略的業務と事務的業務を分解し、工数削減が実

現できる業務を割り出したうえで業務効率化を進めなければなりません。業務効

率化の手段としてアナログかつ紙で行っているような業務をデジタル化・システ

ム化していくことが有効です。

HRテクノロジーを活用することで、煩雑な業務を効率化することができるうえ、

人事情報がデータとなって一元管理できる仕組みが整います。この人事データこ

そ「人材マネジメント」に欠かせないものです。

まずは自社が抱えている課題を捉え、効率化できる業務から少しずつシステム化

していくことが、今後企業に求められる人事となるための一歩となります。

ビジネス戦略のパートナーとして、経営に近い視点での「人材マネジメント」を

従来求められた姿 これから求められる姿

人材管理の

エキスパート

経営に近い視点の

人材マネジメント

人材マネジメントを実行するためにも

足かせとなっている日々の業務を効率化する

HRテクノロジーの活用が重要

ボトルネックとなるのは

"日々の業務"



サービス紹介

人事・労務を、ラクラクに。
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紙の記入・入力作業が多く

業務が非効率

情報がバラバラで

どこにあるかわからない

書類紛失などの

人的ミスや行政監査リスク

がある

業務が属人化し

仕事の滞留や業務過多に

従業員の負荷が大きく

提出に時間がかかる

採用・配置・育成・評価に

時間をさけない

こんなお悩みありませんか？

11
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SmartHRで解決！

紙の記入・入力作業をなくし

生産性を向上

手続きのデータがそのまま

最新・正確な人事DBに

書類紛失などの

人的ミスや行政監査リスク

が軽減

定常業務が標準化でき

業務スピード向上・負荷軽減

誰がみてもわかる画面で

提出時間が大幅減

データを活用して

採用・配置・育成・評価を

実施可能に
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社会保険等の書類を

自動作成
従業員情報を

データベース化
役所へシームレスに

オンライン申請
人事情報を

カンタンに収集

SmartHRは、人事・労務に関する手続きの

自動化を目指すクラウド型ソフトウェアです。

13
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主な機能

マイナンバー入社手続き 年末調整

申請・承認

社会保険 電子申請

給与明細

従業員データベース

履歴・登録編集 分析レポート

社員名簿

従業員サーベイお知らせ掲示板 文書配付

組織図

集まる 蓄まる 活用できる

予約管理 人事評価

14



導入事例
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小売 飲食

IT・EC

人材派遣・BPO スポーツ

SmartHR導入企業①

※2021年 11月1日時点
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製造・卸売 学校・教育

金融

宿泊・観光

放送・メディア

建設・不動産・管理

運輸・鉄道・自動車・電力

病院・医療・介護

サービス

SmartHR導入企業②

その他

自治体・官公庁

※2021年 11月1日時点
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導入事例

株式会社SERIOホールディングス/ 株式会社セリオ様の事例

ペーパーレス化だけでなく、年末調整の電子化、電子申請の活用によっ

て、業務効率化がより進められ導入を決定しました。

課題

株式会社SERIOホールディングス / 株式会社セリオ

従業員数：3,690名 人材・派遣、教育

※2020年9月時点 連結

エピソードの詳細はこちらから

https://smarthr.jp/case/serio/

▶毎月の入退社手続きに多大な時間がかかる

▶属人化された業務をなくしたい

❶ 1週間かかっていた手続きが即日で完了

❷属人化を防ぎ、労務業務のレベル統一へ

❸わかりやすく簡単な操作画面で従業員の手間も減少

❹年末調整の電子化、電子申請を活用可能に

SmartHR活用のポイント

18

https://smarthr.jp/case/serio/
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導入事例

ユナイテッド＆コレクティブ株式会社様の事例

簡単なアンケートに従って答えるだけなので、書類を作成する時間が大

幅に削減。全従業員2,000名の生産性向上につながりました。

課題

ユナイテッド＆コレクティブ株式会社

従業員数：社員約170名／アルバイト約1,500名 飲食・宿泊

※2017年4月現在

エピソードの詳細はこちらから

https://smarthr.jp/case/7717/

▶書類作成が従業員の大きな負担になっていた

▶他部署から応援を呼んで実施していた

❶就業時間内で書類作成が可能に

❷年末調整が人事労務部門の人員のみで完結

❸簡単な設問に答えるだけで、完了するため、

従業員からの問い合わせが大幅に削減

❹チャットサポートに問い合わせた際にも

迅速に返信対応

SmartHR活用のポイント

19

https://smarthr.jp/case/7717/
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登録社数・継続率

※1：デロイト トーマツ ミック経済研究所「HRTechクラウド市場の実態と展望 2020年度」 ※2：株式会社マクロミル（委託調査）2020年12月 クラウド型人事労務システムを運用・管理中の1,800名を対象に調査

99%以上の企業様が

継続利用しています

3年連続シェアNo.1
※1

満足度 No.1
※2

労務管理クラウド クラウド型人事労務システム

2015年11月
正式公開

登録社数

40,000社以
上
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サービスAPI連携

様々なサービスと連携しています

人事
データベース

採用管理

勤怠管理
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サービスAPI連携

チャットツール
人事

データベース

多様化するニーズに応えるため、外部サービス連携をますます強化していきます

その他

入退室管理システム データ連携サービス

IDアクセス管理クラウド パルスサーベイシステム

ERPシステム 組織サーベイ

iPaaS SaaS認証基盤（IDaaS）

※本製品はSmartHRへのお申込みが必要となります。
新規導入をご検討のお客様はSmartHRへお問い合わせください



SmartHRでは、人事・労務担当者向けのイベントを開催し

ています。

専門家による各種解説や業務効率化、法改正への対応など

様々なコンテンツをご用意しています。

最新情報はこちらから

※上記のイベントは過去に開催されたものです。

人事・労務担当者向けのイベントを開催中

23

https://smarthr.jp/event/19388
https://smarthr.jp/event/19388
https://smarthr.jp/event/19388
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SmartHR サービスビジョン

会社概要

株式会社SmartHR

東京都港区六本木3-2-1 住友不動産六本木グランドタワー 8F・39F

宮田昇始

2013年1月23日

認証基準: JIS Q 27001 : 2014（ ISO / IEC 27001 : 2013）

認証番号: ISA IS 0168

社名

所在地

代表者

設立

許認可

AWARDS

『週刊東洋経済』

特集「すごいベンチャー100」選出

経済産業省・JETRO・NEDO運営

「J-Startup」選出

すべての人が、信頼しあい、気持ちよく働くために。

働き方が、大きく変わっていく。

社会は、これまでの常識を疑い、より良い方法を探している。

そして、人事・労務はその変化の中心に立たされている。

私たちはこの変化のなかで、アナログで非合理な業務をなくすだけでなく、
業務上の煩雑なコミュニケーションを減らし、埋もれていた人事データを可視化していきます。
それにより、すべての人が本当に必要な仕事に集中し、従業員と会社がお互いに信頼しあい、気持ちよく働ける。
そんな働き方をつくっていくことが大切だと考えます。

"Employee First”

テクノロジーと創意工夫で、日本に気持ちよく働ける会社を増やす。
SmartHRは、人事・労務の領域を超え、そのスタンダードになる。

Employee First.



サービスサイト smarthr.jp コーポレートサイト smarthr.co.jp

https://smarthr.jp/
https://smarthr.co.jp/

